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報告者に利
害関係を生じるような目的に使用されることはありません。

平成27年8月15日までに提出

「調査票の記入手引」

　純 粋 持 株 会 社 実 態 調 査 オ ン ラ イ ン シ ス テ ム 利 用 情 報
　下記のコード、ＩＤにより、オンラインによる提出が出来ます。
　（同封の「オンライン調査利用の手引き」を参照願います）
■政府統計コード（半角英数字、英字は大文字）：BSI8
■調査対象者ＩＤ（半角英数字）：
■確認コード（半角英数字）：
■URL：http://www.e-survey.go.jp
　オンライン等に関するお問い合わせの際には、調査票左下の番号をご用意ください。

平成27年 純粋持株会社実態調査

（ 平 成 27 年 3 月 31 日 現 在 ）

月 　　　　　月、　　　　　月

該当する番号を選んで○を付けてください。

①該当する番号を選んで○を付けてください。

（この欄は、経済産業省が使用します｡）

(1) 純 粋 持 株 会 社 の 名 称

（フリガナ）

純 粋 持 株 会 社 実 態 調 査 票

☆ この調査票は、統計を作成するために使われるもので、
ありのま

まの姿を記入してください。

　この調査は、統計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査です。☆

☆

秘

☆ 調査票は、 してください。

☆ 　調査の期日は平成27年3月31日現在です。記入内容は平成26年度の決算
期数値で記入してください。それが困難な場合は、最寄りの決算期の数値に
よって記入してください。

調査票の記入に当たっては、別冊の に従っ
て、黒または青のボールペンではっきりと記入してください。
　なお、数値は必ず調査票に定めた単位で記入してください。

百

億

十

億

千

万

電話番号（代表）

外資比率
（小数点第１位まで記入）

0102

〒

〒

(3) 純粋持株会社の資本金額
又 は 出 資 金 額
［ 調 査 期 日 時 点 ］

％

億

千

億
0101

(4) 企業としての設立年、
純粋持株会社の設立形態
及 び 設 立 時 期

0103

企業としての設立年
西暦４桁

( 年)

兆

(8) 純粋持株会社の親会社の
有 無

年２回

純粋持株会社となった年
西暦４桁

( 年)

純粋持株会社となった際の形態として該当する番号を
選んで○を付けてください。
1.会社分割 　2.株式移転
3.株式交換と会社分割の組み合わせ　4.その他

(5) 純粋持株会社の決算月

税込み □

0104 年１回

税抜き □(6)

0106 　1.適用を受けている

　2.適用を受けていない

本票の記入内容の照会に回答
される人（記入者）の所属部
署及び所在地

　所属部署

　　電話（　　　　　　 　　）　　　 　　　局　　　　 　　　番　（内線） 　　　　　　　　番

　連絡先所在地（本社・本店の所在地と異なる場合のみ記入してください。）

備考欄（記入内容について、特記すべき事項があれば記入してください。）

②親会社の名称をご記入ください

記 入 者 の 氏 名

0107

純粋持株会社の資本金に占める
外国資本の比率を記入してください。

百

万

円

（フリガナ）

消 費 税 の 取 扱 い
（ □ 内 に レ を 記 入 ）

0105

　1.親会社がある　⇒②へ

　2.親会社はない　⇒次ページへ

☆連結納税制度は、法人税法第４条の２（連結納税義務者）によるもので、適用
を受けるには国税庁長官の承認が必要です。

経 済 産 業 省

一 般 統 計

(2) 純 粋 持 株 会 社 の 本 社
又 は 本 店 の 所 在 地
「 実 際 の 本 社 機 能
を 有 す る 場 所 」

(7) 純粋持株会社における
連結納税制度活用状況

1 純粋持株会社（単体）の概要

見本
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「正社員・正職員数」
とは、

「派遣従業者数」

「関連会社」とは、

「子会社」とは、

「常時従業者数」とは、

) 「他企業等への出向者（0212）」には、

(1)　純粋持株会社（単体）の業務内容

(２)　純粋持株会社（単体）の担当組織区分別の従業者数

（年度末現在）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（年度末現在）

0202

0203

0204

0205

0206

0207

0208

0209

0210

0211

0212

組織番号

人事部門

経営企画部門

総務部門

0201

純粋持株会社（単体）における組織名
（具体的に、組織名を記入）
※記入の順番は自由です。

うち子会社・関連会社との兼務者数

常時従業者数（人）
（他企業等への出向者を

除く）

他企業等への出向
者

その他

経理・財務部門

法務部門

合　　計

国際業務部門

研究開発部門

担当組織区分
うち子会社・関連会社
からの出向者数（人）

うち正社員・正職員
数（人）

派遣従業者数
（人）

(注) 有給役員、常
用雇用者（正社員、正職員、パート、アル
バイト、嘱託、契約社員等の呼称にかかわ

らず1ヶ月を超える雇用契約者と当該年度
末または最寄の決算期の前2ヶ月において

それぞれ18日以上雇用した者）をいいます。
純粋持株会社（単体）で主として給与を支
払っている（主として負担している）出向者

も含まれます。パート、アルバイトについて
は、純粋持株会社（単体）の正社員・正職

員の就業時間で換算し、四捨五入の上整
数で記入してください。　（例：通常勤務の5
割の就業時間の者が2人従業している場合、

１人とする）
　また、複数の部門を兼務している場合は、

従事している時間の割合の最も大きな部門
に含め、重複計上しないように記入してくだ
さい。

　なお、「常時従業者数(0202～0210)」の
欄には、他への出向者を除いた値を記入
し、「他企業等への出向者(0212)」の欄に

は、該当する出向者数を記入してください。

(注 主として純粋持株会社（単体）で給与を支払っている子会社・関連会社などへの出向者の数を記入してください。

(注1) 純粋持株会社（単体）が50％超の議決権を所有する会社をいいます。なお、純粋持
株会社（単体）の子会社又は純粋持株会社（単体）とその子会社合計で50％超の議決権を所有している
会社を含みます。50％以下であっても純粋持株会社（単体）が経営を実質的に支配している会社も含みます。
(注2) 純粋持株会社（単体）が20％以上～50％以下の議決権を所有している会社をいいます。
また、15％以上議決権を所有していること等により、重要な影響を与えることができる会社を含みます。

(注）
常時従業者のうち、

一般に正社員・正職員な
どと呼ばれている人の数
を記入してください

(注） とは、労働者
派遣事業を営む事業主が雇用する
従業者であって、当該雇用関係の

まま貴社と当該労働者派遣事業主
との契約の下に、貴社の指揮命令

を受けて、貴社の業務に従事させて
いる従業者をいいます。

（注1）「純粋持株会社（単
体）における組織名」には、
純粋持株会社（単体）に存在

する組織図上の最上位に位置
する全ての組織について、そ

れらの実際の組織名称を記入
してください。
（注2）組織図上の最上位に位

置する組織としては、「本
部」、「部」、「室」、「セ

ンター」等の名称が付与され
ていることが多いです。 
（注3）記入欄が足りない場合

は記入手引巻末の「補助用紙」
に記入し、調査票と同封して
ください。

（注1）「保有する機能類
型」には、純粋持株会社（単
体）の各組織が保有する機能

を次ページに示す「保有する
機能の類型」から該当する機

能を全て選択し、それぞれの
組織の欄に記入してください。
（注2）記入に当っては、機

能類型の小分類項目に示す番
号（1〜38）を用いてください。

（注3）小分類項目に記載さ
れている機能をどの組織も保

有していない場合には、その
番号は記入する必要はありま

せん。
（注4）複数の組織で、同種
の機能を重複して持つ場合に

は、該当する複数の組織の欄
に保有する機能の番号を記入
してください。

保 有 す る 機 能 類 型
（次ページの保有する機能類型の分類項目一覧から
該当する番号を小分類項目（大分類項目が全て該当

する場合は大分類項目）で記入）

2 純粋持株会社（単体）の業務内容及び従業者数

見本
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機能類型の小分類項目

保有する機能類型の分類項目一覧

機能類型の大分類項目

B.グループ財務・資本マネジメント

D.グループ法務

F.グループ人材マネジメント

L.純粋持株会社の維持・運営

M.純粋持株会社が営む事業活動

J.事業子会社横断的な戦略の策定

K.事業子会社横断的な機能の遂行

H.グループＩＴ（情報通信）マネジメント

I.グループ共通事務処理

A.グループ・ガバナンス

C.グループ経理

E.グループ・ブランド・知財マネジメント

G.グループ広報・ＩＲ
（投資家向けの広報活動）

1

2

3

4

5

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

6

(注) 事業遂行のための
戦略であるが、それぞれ
の事業子会社が個別に

策定するよりも持株会社
が事業横断的に関与す

ることが有効な戦略領域。

(注) 事業遂行のための
機能であるが、それぞれ
の事業子会社が個別に

保有するよりも持株会社
がグループ横断的に関

与することが有効な機能
領域。

(注) 小分類項目の内容
は「調査票の記入手引」5
ページを参照してくださ

い。

グループ経営理念・ビジョン・情報共有・意思疎通

グループ意思決定（経営目標・事業別目標設定、投資決定、
グループ各社幹部の人事、等）

グループ経営戦略策定・推進

グループ業務監査

業績モニタリング・業績評価

連結決算

予算管理

グループ会社経理の指導

グループ法務

グループ・ブランド管理

グループ知的財産管理

グループ人材マネジメント

ＩＲ

グループ広報

グループＣＳ（顧客満足）マネジメント

グループＩＴ企画

グループ内システムの開発・運用・保守

人事事務

経理事務

総務・庶務事務

研究･技術開発に関する戦略

生産・生産技術･品質に関する戦略

サプライチェーン（調達・物流）に関する戦略

市場･マーケティングに関する戦略

国内の地域運営に関する戦略

海外の地域運営に関する戦略

研究･技術開発

生産･品質保証機能（製造拠点、生産管理、品質保証、等）

物流･調達（資材･購買）機能

マーケティング、営業統括、販売拠点機能

国内における地域統括拠点

海外における地域統括拠点

純粋持株会社の収支計画・管理

純粋持株会社の人事・労務管理

純粋持株会社の役員対応

純粋持株会社の総務・庶務

純粋持株会社が営む事業活動

グループ財務・資本マネジメント

(注) こ こ で の 「 グ ル ー
プ 」 と は 、 純 粋 持 株 会
社（単体）にとっての子
会 社 ・ 関 連 会 社 の こ と
を 指 し ま す 。

見本
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「子会社」とは

「関連会社」とは

「新規設立」とは

「分社化」とは

「買収」とは

、

、

、

、

、

同じ業種で「国内」と「海外」の両方に増加、減少がある場合には、

「統合」とは、

「売却」とは、

「閉鎖・廃業」とは、

(1)　純粋持株会社（単体）の子会社数、関連会社数について、業種ごと、国内・海外の別に記入してください。

(2)　純粋持株会社（単体）の子会社・関連会社の増加、減少数（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの１年間の増加、減少数）

（年度末現在）

0320

0321

0322

計

0314

0315

0316

0312

0313

新規
設立

売却

0309

0310

増加社数

国内 海外

減少社数

計 その他分社化 統合買収 その他
　閉鎖・
　廃業

0304

業種分類番号

海　　　外

関連会社の数

国　　　内

0318

子会社の数 関連会社の数

内

訳

0303

国内外に○を
付けてください

合　　　計

0305

0306

業種分類番号

0319

子会社の数

子

会

社

0301

0302

関
連
会
社

0308

0307

0323

0317

【記入上の注意】

・ 純粋持株会社（単体）が50％超の議決権を所有する会社をいいます。なお、純粋持株会社（単体）の子会社又は純粋持株会社

ている会社も含みます。

・ 純粋持株会社（単体）が20％以上～50％以下の議決権を所有している会社をいいます。また、15％以上議決権を所有してい

ること等により、重要な影響を与えることができる会社を含みます。

・ 新規事業の創設などにより新設された場合をいいます。

・ 企業が事業又は組織の一部を分離し、別会社（子会社・関連会社）を設立した場合をいいます。

・ 議決権を所有した場合をいいます。

・ 事業活動を停止し、継続しない場合をいいます。

・ 子会社・関連会社間の合併等の場合をいいます。

・ 議決権を他社に譲渡した場合をいいます。

・ 各１行ずつ記入してください。

(注)業種分類番号は記入手
引のＰ１６の「子会社・関連会
社業種分類表」を参照してく
ださい。

（単体）とその子会社合計で50％超の議決権を所有している会社を含みます。50％以下であっても純粋持株会社（単体）が経営を実質的に支配し

3 純粋持株会社（単体）の子会社・関連会社の保有数と増減

見本
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(1)　子会社・関連会社が資金調達をする際の純粋持株会社（単体）の関与度合い

(2)　純粋持株会社（単体）の子会社・関連会社への債務保証残高（その他保証類似行為を含む）

　①子会社・関連会社が外部から借入を行う場合の純粋持株会社の関与について、該当する番号に○を付けてください。

子会社・関連会社が外部から借入を行う場合、全て純粋持株会社が関与している。

子会社・関連会社が外部から借入を行う場合、純粋持株会社が関与している場合と、関与していない

場合がある。

子会社・関連会社が外部から借入を行う場合、純粋持株会社は全く関与していない。

子会社・関連会社が外部から借入を行うことはない。

　②子会社・関連会社が社債を発行する場合の純粋持株会社の関与について、該当する番号に○を付けてください。

子会社・関連会社が社債を発行する場合、全て純粋持株会社が関与している。

子会社・関連会社が社債を発行する場合、純粋持株会社が関与している場合と、関与していない場合がある。

子会社・関連会社が社債を発行する場合、純粋持株会社は全く関与していない。

子会社・関連会社が社債を発行することはない。

　③子会社・関連会社間での資金の貸出又は借入への純粋持株会社の関与について、該当する番号に○を付けてください。

子会社・関連会社間で資金の貸出又は借入を行う場合、全て純粋持株会社が関与している。

子会社・関連会社間で資金の貸出又は借入を行う場合、純粋持株会社が関与している場合と、関与していない場合がある。

子会社・関連会社間で資金の貸出又は借入を行う場合、純粋持株会社は全く関与していない。

子会社・関連会社間で資金の貸出又は借入を行うことはない。

　④子会社・関連会社が外部から借入を行う場合の純粋持株会社による債務保証（その他保証類似行為を含む）について、

該当する番号に○を付けてください。

子会社・関連会社が外部から借入を行う場合、全て純粋持株会社が債務保証（その他保証類似行為を含む）

をしている。 →(2)へ

子会社・関連会社が外部から借入を行う場合、純粋持株会社が債務保証（その他保証類似行為を含む）をして

いる場合と、していない場合がある。 →(2)へ

子会社・関連会社が外部から借入を行う場合、純粋持株会社は債務保証（その他保証類似行為を含む）を

全くしていない。 →５(1)へ

子会社・関連会社が外部から借入を行うことはない。 →５(1)へ

（年度末現在）

うち、長期借入金　　　　　　

子会社・関連会社への債務保証残高
（その他保証類似行為を含む）

うち、短期借入金 0407

0406

区　　　　　分
十
兆

0405

億兆
千
億

十
億

１．

千
万

４．

１．

２．

３．

２．

４．

百
億

３．

４．

１．

３．

１．

２．

２．

３．

４．

0401

0404

0403

0402

（注1）「うち、長期借入金」とは、連結対
象となっている関係会社への債務保証残高
のうち、返済期限が1年超の借入金をいいま

す。
（注2）「うち、短期借入金」とは、連結対

象となっている関係会社への債務保証残高
のうち、返済期限が1年以内の借入金をいい
ます。

(注) ここでの「外部」とは
グループ外部の金融機
関等を指します。この場

合、グループ内部の子
会社の関連会社からの

借入は該当しません。

(注) ここでの「外部」とは
グループ外部の金融機
関等を指します。この場

合、グループ内部の子
会社の関連会社からの

借入は該当しません。

百
万
円

4 子会社・関連会社への金融機能の実態
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「関係会社」とは、

「その他（0523）」には、（注）　 土地の再評価差額金、金融商品
に係る時価評価差額金等が該当します。

（注）「関係会社」とは、純粋持株会
社の子会社、関連会社及び親会社
をいいます。

（注）財務省の「法人企業統計年次別
調査票」を提出される企業については、
赤色に網掛けした調査事項（０５０１、
０５０４～０５０７、０５１１）について記入
の必要はありません。

（注） 純粋持株会社
の子会社、関連会社及び親会社をい
います。

（注）財務省の「法人企業統計年次
別調査票」を提出される企業につい
ては、赤色に網掛けした調査事項
（０５１３～０５１４、０５１６～０５１７、
０５１９～０５２４）について記入の必要
はありません。

5 純粋持株会社（単体）の資産・負債とグループとの関係

（年度末現在）

科　　　　　目
十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

資

産

流動資産 0501

短期貸付金 0502

うち ､関係会社へ 0503

固定資産 0504

有形固定資産 0505

無形固定資産 0506

投資その他の資産 0507

関係会社株式 0508

長期貸付金 0509

うち、関係会社へ 0510

資 産 合 計 0511

（年度末現在）

科　　　　　目
十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

負

債

流動負債 0513

短期借入金 0514

うち関係会社から 0515

固定負債 0516

長期借入金 0517

うち関係会社から 0518

純
資
産

株
主
資
本

資本金 0519

資本剰余金 0520

利益剰余金 0521

自己株式 0522

その他 0523

負 債 及 び 純 資 産 合 計 0524

（年度末現在）

十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

資 産 合 計 0512

(1)　純粋持株会社（単体）の資産

(2)　連結財務諸表における資産

(3)　純粋持株会社（単体）の負債及び純資産
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「グループ全体」とは、

(1)　産業財産権の保有状況

(2)　知的財産担当者数

（年度末現在）

（年度末現在）

人

人

うち、純粋持株会社（単体）
の保有件数
（件）

グループ全体の
保有件数
（件）

0604

0603

内　　　容

0601

0602

特許権

実用新案権

意匠権

商標権

人数

0606

　グループ全体の知的財産担当者数 0605

　うち、純粋持株会社（単体）の知的財産
担当者数

区　　　　　分

（注） 連結決算導入企業におい
ては連結対象会社の合計。連結決算非導入企業にお
いては、純粋持株会社と子会社・関連会社の合計を記

入してください。

(注)担当者が複数の業務を兼務している場合には、
知的財産関連業務の時間が最も大きい人の数を記
入してください。

6 産業財産権の保有状況・管理体制

見本



− 8−

「グループ全体」とは、

（１）純粋持株会社(単体）の役員数

（２）純粋持株会社(単体）を除くグループ全体の役員数（延べ）

(３)　（２）のうち、純粋持株会社の役員または正社員・正職員と兼務している者または出向している者の人数（兼務先・出向先における常勤・非常勤別）

（４）委員会設置会社該当の当否について、該当する番号に○を付けてください。

（年度末現在）

0701

（年度末現在）

0702

（年度末現在）

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

0703

0704

純粋持株会社（単体）は委員会設置会社ですか。 １．委員会設置会社である

２．委員会設置会社ではない

役員数合計

取締役数
執行役員もしくは

執行役数
監査役数 その他役員数 役員数合計

純粋持株会社（単体）を除くグループ全体（延べ）

①　(2)のうち純粋持株会
社の役員または正社員・正

職員と兼務している者

②　(2)のうち、純粋持株
会社から出向している者

(兼務者を除く)

取締役数
執行役員もしくは

執行役数
監査役数 その他役員数

純粋持株会社（単体）

純粋持株会社（単体）を除くグループ全体（延べ）

区　　　分 取締役数
執行役員もしくは

執行役数
監査役数 その他役員数 役員数合計

(注１) 「取締役」と、「執行役員もし
くは執行役」を兼務する役員は、両
区分で役員数に計上してください。

(注２) 「その他役員」には、会計参
与などが該当します

(注３) 「役員数合計」は「取締役」か
ら「その他役員」合計数を記入して
ください。

（注） 連結決
算導入企業においては連結対象
会社の合計。連結決算非導入企
業においては、純粋持株会社と子
会社・関連会社の合計を記入して
ください。
なお、記入に当たっては「延べ人
数」を記入してください。同一人物
が複数のグループ会社で役員に

なっている場合は、1人ではなく、
複数人として計算してください。

（注）「常勤」「非常勤」は、グルー
プ全体（純粋持株会社を除く）に
おける勤務形態について記入して
ください。
なお、記入に当たっては「延べ人
数」を記入してください。同一人物
が複数のグループ会社で役員にな
っている場合は、1人ではなく、複数
人として計算してください。

0705

7 役員数及び企業統治
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「関係会社」とは
「事業活動を通じて得られる収入」は

、
、

【記入上の注意】
・ 純粋持株会社の子会社、関連会社及び親会社をいいます。
・ 純粋持株会社として関係会社からの収益（グループ運営収入及び類するものを含む）を得る以外に、自ら事業活動（資産の賃借を

除く）を行っており、収益を得ている場合をいいます。

（注）財務省の「法人企業統計年次
別調査票」を提出される企業につい
ては、赤色に網掛けした調査事項
（０８０１～０８０2）について記入の必
要はありません。

8 売上高・営業収益

(1)　純粋持株会社（単体）の売上高・営業収益と営業外収益について記入してください。

(2)　純粋持株会社（単体）の売上高・営業収益と営業外収益の内訳を、関係会社との間で発生したものと、
　　関係会社でない企業との間で発生したものに分けて記入してください。

(3)　純粋持株会社 ( 単体）から株主に払う配当金とその配当性向

（年度）

区　　　　　分
十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

売上高または営業収益 0801

営業外収益 0802

（年度）

区　　　　　分

関係会社との間で発生したもの 関係会社以外との間で発生したもの

十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

営
業
収
益

売
上
高
ま
た
は

受取配当金 0803

受取利息 0804

グループ運営収入及び類するもの 0805

資産の賃貸料・使用料収入 0806

事業活動を通じて得られる収入 0807

その他 0808

営
業
外
収
益

受取配当金 0809

受取利息 0810

グループ運営収入及び類するもの 0811

資産の賃貸料・使用料収入 0812

事業活動を通じて得られる収入 0813

その他 0814

（年度）

区　　　　　分
十
兆

兆
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

配当金
（中間配当額を含む）

0815

配当性向
（対税引後利益）

（中間配当額を含む）
（小数点第１位まで記入）

0816 ・ ％
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「グループ全体」とは、

グループ全体でのセグメント別の売上高または営業収益を構成比で記入してください。
それぞれのセグメントについて、もっともよく当てはまると思われる事業区分の記号を選択肢から選んで記入してください。

売上高又は営業収益の
構成比
（％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

100.0

「事業内容区分」の回答選択肢

その他

合　　　　計

整理番号
セグメント名称

（グループ全体で用いているセグメント名称）

該当する事業内容区分
（下記選択肢から該当
する記号を１つだけ記
入してください）

0901

どのよ
うな順
番でも
可

(注1） 連結決
算導入企業においては連結対象会
社全体。連結決算非導入企業にお

いては、純粋持株会社と子会社・関
連会社の全体を指します。

（注2）売上高又は営業収益の構成
比については、全体に占める割合

が95％の金額構成比を超えるまで、
必ず分類区分してください。なお、

95％を超えた残りのものについて
は、その内訳が多分野にわたる場
合は、分類を省略して「その他」に

一括計上しても差し支えありません。

（注３）記載されている選択肢「事業
内容区分」で不明確の場合は、記入
手引のＰ１６の「子会社・関連会社事
業分類表」の２桁の中分類番号（例
01農業）を参照頂き、その中分類番
号の属する大分類番号（例Ａ：農業、
林業）をご記入ください。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

農業，林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

9 グループ全体として見た場合の事業内容の区分
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